
養護老人ホーム大津老人ホーム給食提供業務　仕様書

１　委託業務名
養護老人ホーム大津老人ホームにおける給食提供委託業務
※あざいやま特定施設入居者生活介護事業所を含む。

２　履行場所
大津市本宮二丁目６番２２号
　　　社会福祉法人滋賀同仁会　養護老人ホーム大津老人ホーム

３　委託期間
　　令和９年４月１日から令和１０年３月３１日まで
　　但し、双方ともに異議がなければ契約延長する。

４　基本姿勢
　　高齢者施設における給食の意義や役割を十分認識し、安全、安心な受託業務を誠実に遂行しなければならない。
また、食事は、栄養摂取だけでなく、懐かしい思い出や季節感、暮らしの中での楽しみにも繋がるものである。施設入所者へのサービスの一環として、おいしい給食を安定的、継続的に履行できるよう努めるものとする。

５　業務時間
　　委託業務は午前５時から午後６時の間で行うことを原則とする。やむを得ず当該時間外に及ぶ場合は、その都度委託者に連絡すること。今後、提供時間の変更がある場合は協議の上変更できるものとする。

６　食事の種類・食事形態及びその他食事に関すること
　　当施設では入所者の高齢化や介護の重度化により、咀嚼・嚥下状態が低下しており、食生活の安全を図る必要があることから、受託者・委託者双方が協働して食事形態等の工夫に取り組むものとする。
（１）食事の種類
　　一般食、療養食、行事食、その他とし、食事箋に基づき提供する。
　【一般食】
　　　普通食、全粥食、ソフト食（既製品の使用も可とするが、委託経費内であること。）とする。

　　【療養食】
　　　　減塩食、エネルギー制限食、腎臓病食、術後の易消化食対象者に対し、医師の指示により提供を行う。
　　【行事食等】
　　　　年間の祝祭日、暦等の行事にふさわしいメニューを提供すること。また、毎月１回程度、昼食時に季節感を考慮した行事食を提供するものとする。
年間を通じて数回の入所者が選択できるメニューも含む。
なお、献立等については、予め委託者と協議することとし、行事食については、原則食材料費に含まれるものとする。ただし、企画内容によって食材料費を超える場合は、委託者と協議の上決定する。
　　【パン食・麺食の提供について】
　　　　毎週特定の曜日の朝食は、主食としてパンを提供し、副菜はパンに合わせたメニューとする。（ただし、入所者の個別事情により米飯の提供もある。）
　　　　また、毎月２回程度、昼食時に麺類を提供する。（適温にて提供すること。）
　（参考）パン及び無洗米必要量　一週あたりの必要量（目安量）　2026年8月25日現在
	平均食事提供者数
種　類
	朝食
９０人
	昼食
９０人
	夕食
９０人
	

	パン
食パン６枚切 1枚/人
菓子パン　週１回
	週３回
２回
１回
米飯・軟飯・粥提供者有
	
－
	
－
	

	無　洗　米
	4.6㎏/食×４日
米飯２．３㎏
軟飯２．３㎏
１８．４㎏
	4.6㎏/食×6日
米飯２．3㎏
軟飯２．３㎏
２７．６㎏
	4.6㎏/食×7日
米飯２．３㎏
軟飯２．３㎏
３２．２㎏
	汁きり・ゼリー粥
朝500ｇ
（パンの日500ｇ）
昼・夕400ｇ

	麺
	
－
	月２回
軟飯・粥提供者有
正規量×3/4提供
	
	



（２）食事の形態（現在の食事形態種類）
　　【主食】①米飯　②軟飯　③粥　④汁きり粥　⑤ペースト粥　⑥ゼリー粥　⑦パン粥
　　【副食】①常菜　②一口大　③粗刻み　④刻み　⑤極刻み　⑥ペースト食　⑦ソフト食
　　　※必要に応じてとろみをつける。
　　　※食事形態は施設での現況に合わせ、受託時に詳細協議を行う。
　　　※お茶ゼリー（ジュレ）の調理、高カロリーゼリーのカットは、委託者施設職員の指示により受託者従業者が行う。

　　〈令和８年８月26日現在の個別対応状況〉
　【主食】①米飯　②軟飯　③粥　④汁きり粥　⑤ペースト粥　⑥ゼリー粥　⑦パン粥
　　　　　（35）　（36）　（0）　（11）　　　　（0）　　　（2）　　　　（0）
　【副食】①常菜　②一口大　③粗刻み　④刻み　⑤極刻み　⑥ペースト食　⑦ソフト食
　　　　　（39）　　（13）　　（18）　（12）　（0）　　　（0）　　　（2）
（３）栄養量
　　　提供する食事の栄養量は、厚生労働省「日本人の食事摂取基準2025」に準じて献立を作成すること。
　　使用献立（1日あたり）：エネルギー1450kcal 　たんぱく質60ｇ　脂質40ｇ　炭水化物210ｇ塩分相当量6.5ｇ以下
　（４）個別対応（アレルギー等の禁止食品等）について
　　　受託者は、入所者のアレルギー、内服薬との兼ね合い等の事情により個別に提供を禁止している食品については、細心の注意を払うとともにチェックできる仕組みづくりを確立すること。また、個人の嗜好、食欲不振・体調不良等個別対応が必要な対象入所者への代替食については別途協議する。
　　〈令和８年８月26日現在の個別対応状況〉
　鯖5名　カレー11名　ハヤシ7名　麺16名　牛乳14名　納豆38名（刻み以降含む）
（５）レクリエーション時の協力について
　　　受託者は、委託者が企画、実施するイベント等について、委託者と協議のうえで委託先施設職員とともに食材の調整や現場での調理、実演等を実施する。
　　　食材費が別途発生する場合は、受託者は見積書を作成し、委託者に対し事業実施２週間前までに提出し許可を得ること。
　（６）職員食
　　　職員に提供する食事は、入所者提供メニューと同一献立とし、朝・昼・夕食を職員の求めに応じて提供すること。但し、職員の身体状況、活動量に見合った献立の工夫など職員向けの食事提供についても検討すること。
　（７）食数（令和８年度上四半期の平均食数）
	　　　
	朝　食
	昼　食
	夕　食

	入所者（定員105名）
	84食
	83食
	84食

	職　員　食
	
	5～10食
	1食

	検　　　食
	1食
	1食
	1食

	合　　　計
	85食
	94食
	86食


　　　　　　※食事提供量の調整者（ハーフ食等）10名程度
　　　　　　※今回の見積りは毎食90食として計算すること。

　（８）その他
　　　・入所者の体調不良時等において、施設からの申し出があった場合はメニュー等について可能な範囲で協力をすること。
　　　・病院受診等により提供時間を超える場合や入退所による個別対応等については、受託者と委託者との協議によるものとする。

７　業務責任者
　（１）受託者は、当施設において食事提供業務の遂行及び従業者の指揮監督を行う業務責任者を委託者に通知すること。
　（２）受託者は、受託者の人事政策その他の業務上の必要に応じ業務責任者を変更するができる。この場合において、受託者は委託者に対し当該変更について報告するとともに、食事提供業務の遂行に支障がないよう必要な措置を講じること。

８　従業者
　（１）従業者の員数、勤務時間、資格、経験については、本委託業務を提供するために必要な基準を充足していることを前提として、受託者の裁量によるものとする。
　（２）受託者は、本施設内で勤務する従業者につき、食事提供業務に関連する資格の有無及び内容を記載した従業者名簿（様式は任意）を作成し、本施設内に備え置くものとする。
　（３）受託者は、本委託業務遂行上必要があると認められる場合は、委託者の求めによりその名簿を開示するものとする。
　（４）前項の場合、委託者は業務遂行上必要な範囲について受託者に名簿資料の提供を求めることができるものとし、個人情報保護に基づき適切に扱うものとする。

９　従業者の健康管理
　（１）受託者は、健康診断やワクチン接種等受託者が社内で規定する従業員の健康管理対策を実施すること。
　（２）受託者は、従業者に対し、検便を５月から10月は月2回、それ以外の時期は月1回実施受検し、あらかじめ従業者の同意を得たうえで、その結果を委託者に報告する。検便の検査には腸管出血性大腸菌の検査を含め、必要に応じてノロウイルスの検査を含める。
　（３）受託者は、従業者及び同居者が「感染症の予防及び感染症の入居者に対する医療に関する法律」（平成10年法律第114号）による第1類感染症から第3類感染症までの感染症に罹患している場合並びに同法による感染症の保菌者である場合は、本委託業務に従事させてはならない。また、化膿性創傷、伝染性皮膚疾患ついても同様とする。
新型インフルエンザ感染症等にあっては、罹患者（疑いを含む。）が出た場合は受託者で定める感染症対策マニュアル等により従業の判断を行い、委託者に報告すること。
10　従業者の服務規律及び教育
　（１）従業者は、サービス提供主体である入所者に対し誠意をもって対応し、本委託業務の趣旨を理解し、業務を遂行すること。
　（２）本委託業務を遂行するに際し、同業務に従事する委託者の職員その他施設職員等と協調し良好な業務遂行環境を確保すること。
　（３）受託者は、従業員に対し、服装、清潔保持、衛生管理について受託者が定める基準を遵守させ、業務現場での衛生管理体制を保持すること。
　（４）受託者は、従業者に対し、定期的に栄養管理、調理及び加工技術、衛生管理並びに接遇等の教育または訓練を実施すること。
　（５）所定場所以外での飲食、喫煙は行わないことなど本施設の管理上必要な事項については委託者の指示に従うこと。
（６）従業者は、本委託業務の遂行上知り得た入所者及び委託者の情報の秘密を保持しなければならない。業務上知り得た個人情報や施設内の情報を第三者に漏洩してはならず、退職後も同様とする。受託者は、従業者に対してこの守秘義務を徹底させるものとする。

11　盛付及びセット・配膳・下膳について
　（１）受託者は、料理の味や温度を損なわないように配膳時間までの時間を短時間で行い、委託先施設職員に引き継ぐこと。
　（２）受託者は、盛付前に受託者職員においてクックチル製品の初期不良（異物混入、味付け、傷み、異臭等）、加熱による品質劣化（硬さ、離水、とろみ等）、提供温度チェックの為検食を行い、異常があった場合は速やかに委託者施設栄養士に報告し、代替食を提供すること。
　（３）盛付は食形態毎に厨房で行い、温冷配膳車へは食札、箸、スプーン、コップ等と共にセットすること。
　（４）食札の作成、管理、変更等は委託者施設職員が行う。
　（５）入所者の配膳、下膳完了時間は次のとおりとする。（人数は９月７日現在の数字）
	区　分
	部　制
	人数
	配膳時間
	食　事　時　間
	下膳完了時間

	朝　食
	１　部
	４３名
	7:10
	7:20～
	
8:30

	
	２　部
	２２名
	7:45
	7:50～
	

	
	２部自立
	２０名
	8:05
	8:05～
	

	昼　食
	１　部
	同上
	11:10
	11:20～
	
12:50

	
	２　部
	
	11:45
	11:50～
	

	
	２部自立
	
	12:05
	12:05～
	

	夕　食
	１　部
	同上
	16:10
	16:20～
	
17:30

	
	２　部
	
	16:45
	16:50～
	

	
	２部自立
	
	17:05
	17:05～
	


　　　※食事注文締め切り時間においては、受託者と委託者の間で協議の上決定する。
　　　※検食並びに職員食の温冷配膳車へのセットは、1部配膳の15分前までに行うこと。
　　　※施設行事等により食事時間が変更となる場合は都度協議する。
　（２）配膳・下膳についての留意事項は次のとおり。
　　①受託者は、盛付後、食堂ホール内の温冷配膳車に利用者毎にセットすること。
　　　入所者への配膳は、委託者施設職員が行う。
　　　蓋の回収は委託者施設職員が行う。
　　②下膳は施設職員及び自立の入所者が行う。
　　③検食、職員食は当該職員が配膳・下膳を行う。
　　④栄養補助食品等は受託者にて準備を行い、委託者が入所者に提供する。
　　⑤配茶はお茶を入れたやかんを受託者が指定数量を準備し指定された場所に置く。各テーブルへは委託者施設職員が配る。

12　食器洗浄及び調理器具の洗浄・消毒・保管
（１）受託者は、厨房下膳棚下のシンク等にて下膳した食器等浸漬し、食器洗浄機を用いて洗浄し、次の使用時まで清潔に保管すること。なお、洗浄機の使用に際しては、入所者の食事時間、喫食状況を配慮すること。
（２）調理器具は使用目的に応じて区分し、丁寧に使用し、都度十分に洗浄すること。
（３）可動の調理器具等の取扱いは、床面からの跳ね水等による汚染を防止するため、床面から60㎝以上の場所で行うこと。

13　設備及び備品の取扱い
　　受託者は本施設の設備及び備品を使用することとし、食中毒や操作上の事故の発生がないよう十分注意の上、丁寧に取り扱うこと。従業者にも適切な使用についての指導を行うこととし、受託者の過失による故障や破損等があった場合は、速やかに委託者に報告し、修繕等費用負担等について指示に従うこと。

14　衛生管理作業
　　受託者は、食品・調理作業・施設・調理器具・食器・従業者等給食業務に係る全ての衛生管理については、大量調理施設衛生管理マニュアル及びHACCPを基本とし、実務に則したそれぞれのマニュアル・衛生管理表を作成し、必要に応じて記録・保管すること。

15　検食及び保存食
　（１）検食は、委託者の指示に従い提供する。
　（２）保存食は、毎食ごとに確保するものとし、原材料（購入した状態のもの）及び調理済み食品を毎食ごとに50g程度ずつ清潔な容器（ビニール袋等）に密封していれ、摂氏零度20℃以下で2週間保管すること。

16　入所者の個人情報の取扱いについて
　（１）受託者は、本委託業務遂行に際し、入所者等に係る個人情報の取扱いにあたっては、個人の権利利益を侵害することのないよう適正に行わなければならない。
（２）受託者は、秘密の保持、安全確保の措置、取得の制限等委託者が示す「個人情報取扱い特記事項」に従うものとする。

17　報告義務
　（１）委託者は、受託者に対して必要な事項の報告を求めることができる。また、食事提供業務の円滑な遂行に支障が生じる恐れが明らかである時には、受託者に対して改善を求めることができる。
　（２）前項の報告又は改善の求めは、受託者の業務責任者に対して行うものとし、受託者の業務責任者は改善等の状況を委託者管理者に報告する。

18　事故防止及び発生後の対応
　（１）食中毒や事故発生時の対応として、製造物責任法（平成6年法律第85号）に基づく生産物賠償責任保険等に加入すること。 
（２）受託者は、調理上の事故、食中毒、誤配膳、異物混入及び災害時等の危機管理に対して万全な体制を確保するとともに、事故等の未然防止に努める。 
（３）受託者は、調理上の事故、食中毒、誤配膳、異物混入などの事故等が発生した場合は直ちに委託者に報告し、適切な処置をとるとともに、速やかに事故報告書を委託者に提出する。 
（４）受託者は、調理業務の履行ができない場合は、代替食の確保など委託者と協議の上、誠意をもって対応する。 
（５）受託者の責任で食中毒等の事故が発生した場合、受託者はこの仕様書に規定する給食の提供は責任を持って確保する。この場合の費用は受託者において負担する。
（６）受託者の責任により委託者に損害を与えた場合は、委託者に対して損害賠償を行うこと。

19 災害対策 
（１）受託者は、非常災害時等に備え、予め本委託業務の履行に支障が生じないよう体制を整えておくこと。 
（２）受託者は、大規模災害等発生時に備え、対応マニュアルを整備し、委託者との協議の上必要な備蓄食を常備し、管理するものとする。なお、備蓄食の賞味期限等を考慮し、未使用となる備蓄食を入所者等の献立に取り入れることができるものとする。
（３）委託者施設が被災した場合や福祉避難所として被災者の受け入れ等を行った場合は、食事の提供等について可能な限り協力を行うこと。
20 連絡調整及び協議組織への協力 
受託者は、委託者と密接な連絡調整をすること。また、給食運営等ついて協議する会議等に出席を求められた時は協力すること。

21 業務の引継 
（１）受託者は契約後、業務開始以前において、調理業務の引継ぎを実施する。
（２）契約終了に伴い業者の交替が生じた場合には、委託者の指定した期間において、相互の業務遂行に必要な事項の引継ぎを行うこと。この場合、受託者は、移行準備期間内における研修計画、テストキッチンの実施及び現行業務受託業者からの引継ぎ計画を提示すること。

22 業務分担区分 
業務分担区分については、別紙１―１、１－２にて記載のとおりとする。 

23 経費負担区分 
経費負担区分については、別紙2にて記載のとおりとする。

24　その他 
（1）受託者は食事提供業務の各作業に必要な各種帳票類の作成・保管等を行い、ひと月毎に委託者に提出するものとし、委託者の受ける関係官庁の調査及び指導監査等にも協力すること。
（2）本仕様書に記載のない事項については委託者、受託者双方が誠意をもって協議し決定する。
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